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A purpose of this paper is to clarify the development factor and features of bio-ethanol 
industry in China, also the future challenges in the conversion of the raw material from 
corn to cellulosic biomass, based on a case research into the 4 major companies, with the 
system of mass production, in China. As the number of the automobile production 
increasing, the development of bio-ethanol industry in China is attributed to the following 
main factors, such as the increasing gasoline consumption and amount of oil import, the 
existence of surplus grain, and the approach of renewable fuels. Meanwhile the location at 
agriculture ministry, the entry of state-owned enterprise groups, and the industry 
protection policy are thought to be the characteristics.Validity of government subsidy, 
securement of material and productive technique, and maintenance of monopoly institution 

















中国では 2002 年 6 月に、河南省の鄭州市、洛陽市、南陽市と黒竜江省のハルビン市、肇東
市の 5都市で E10（バイオエタノール 10%）混合ガソリンの試験供給を開始した。その供給体
制として、河南天冠企業集団有限公司 1）において生産した製品を、中国石油化工集団公司
（Sinopec）によってつくられた上述河南省 3市に各 1ヶ所の混合センターでガソリンと混合さ
せ、2003 年 6 月 30 日までに河南省 3市のほぼすべてのガソリンスタンドで供給し、黒竜江省
金玉集団公司 2）において生産した製品を、中国石油天然気集団公司（CNPC）によってつくら
れた上述黒龍江省 2市に各 1ヶ所の混合センターでガソリンと混合させ、2003 年 6 月 30 日ま
でに黒竜江省 2市のほぼすべてのガソリンスタンドで供給するという体制であった 3）。更に、
2004 年に吉林省、遼寧省、黒竜江省、河南省、安徽省の全域、湖北省の 9都市、山東省の 7都
市、河北省の 6都市、江蘇省の 5都市で使用範囲を拡大し、生産に新規参入申請企業が相次い






ところで、2007 年から 2009 年まで、中国のバイオエタノールの生産量と消費量は大きな進
展がみられない（表 3）。その原因として、2006 年 12 月の「トウモロコシ加工生産管理の緊急












































MTBE（Methyl Tertiary Butyl Ether/メチル・ターシャリー・プチル・エーテル）のガソリ
ン添加に対する法規制によるものであった。1970 年に施行された「大気浄化法」（Clean Air 
Act）は 1977 年に改正され、同法による含酸素燃料であるバイオエタノールの使用をアメリカ
政府がはじめて認可した。1978 年には「エネルギー税法」（Energy Tax Act）が成立し、バイ
オエタノール 10%以上を混合したガソリンに対し、連邦税が減免された。1990 年には「改正
















1973 年の第 1 次オイルショック当時、ブラジルの原油輸入依存度は 76.9%に達していた。
石油輸入代金節減のために、1975 年に打ち出された「国家アルコール計画」により、本格的な
自動車用バイオエタノールの生産と供給が開始された。この計画では自動車用ガソリンの代替
として、1985 年までに 107 億リットル（約 910 万トン）のバイオエタノール生産を目標とし、
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10 年間で当時の生産量の 18 倍にするというものであった。100%含水バイオエタノール 21）を
燃料として走るエタノール利用車の開発や価格・税制優遇によりバイオエタノール生産は 1985

































2004 年以降の生産状況（表 2、表 3）をみてわかるように、中国、インドなどのアジア諸国
やフランス、ドイツ、スペインなどのヨーロッパ諸国の積極的な参入もみられるが、アメリカ







2004 年 2005 年 2006 年
1 アメリカ 1135 1369 1558 
2 ブラジル 1280 1357 1442 
3 中国 304 322 326 
4 インド 148 144 161 
5 フランス 70 77 81 
6 ドイツ 23 37 65 
7 ロシア 64 64 55 
8 カナダ 20 20 49 
9 スペイン 25 30 39 
10 南アフリカ 35 33 33 





年度 2007 年 2008 年 2009 年（予測）
国別
























アメリカ 2,600 40 2,460 50 3,640 45 3,500 53 3,950 46 3,860 53
ブラジル 2,260 35 2,000 40 2,710 34 2,420 37 2,780 32 2,520 35
中国 420 7 170 3 430 5 190 3 390 5 180 2
世界総量 6,430 100 4,960 100 8,080 100 6,630 100 8,600 100 7,280 100
注： ①比率とは世界総量に占める比率である　②消費量は燃料用バイオエタノールの消費量で
ある
出所：中国循環経済網（www.chinaxh.com.cn、2009 年 8 月 11 日閲覧）のデータにより作成
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表 4　米国におけるバイオエタノール生産力の推移
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
①稼働工場数 50 54 56 61 68 72 81 95 110
②新規建設・拡張工事中工場数 5 6 5 13 11 15 16 31 76
　　　① +②のうち農家所有 14 18 21 25 28 33 40 46 46
　　　農家所有比率 25% 30% 34% 34% 35% 38% 41% 37% 25%
③製造能力（万トン） 564 563 618 755 871 998 1,172 1,395 1,767 
　　　③のうち農家所有（万トン） 94 109 152 207 256 335 447 540 540 
　　　農家所有比率 17% 19% 25% 27% 29% 34% 38% 39% 31%
④ 新規建設・拡張工事中工場製造能
力（万トン）
25 29 21 126 155 192 2,426 572 1,813 
　　　④のうち農家所有（万トン） 25 19 19 108 102 144 145 60 60 
　　　農家所有比率 100% 66% 93% 86% 66% 75% 6% 11% 3%





オエタノールを同時生産する工場が多いという点である 26）。2008 年 1 月に登録された砂糖、バ
イオエタノール工場 370 社のうち、65%に相当する 240 社は砂糖とバイオエタノールとを同時
























2007 年に 85.6%に達した 30）。同時に、政府によってガソリンへの無水バイオエタノールの混
入が義務付けられ、1990 年以降の混合比率は 20-25%で変動しており、混合比率は 1ポイント




















2008 年 2889 2889 n.a n.a n.a n.a
2009 年 3563 3371 193 n.a 161 32 
2010 年 4157 3852 305 32 209 64 
2011 年 4478 4045 433 80 257 96 
2012 年 4879 4237 642 161 321 161 
2013 年 5313 4430 883 321 n.a 562 
2014 年 5826 4622 1204 562 n.a 642 
2015 年 6581 4815 1766 963 n.a 803 
2016 年 7142 4815 2327 1364 n.a 963 
2017 年 7704 4815 2889 1766 n.a 1124 
2018 年 8346 4815 3531 2247 n.a 1284 
2019 年 8988 4815 4173 2729 n.a 1445 
2020 年 9630 4815 4815 3371 n.a 1445 
2021 年 10593 4815 5778 4334 n.a 1445 






加に加えて、2005 年 8 月 8 日に成立した「2005 年エネルギー政策法（Energy Policy Act of 
2005）」に「再生可能エネルギー基準」が盛り込まれ、2006 年にバイオ燃料を含む再生可能エ





ブラジルのバイオエタノールの輸出量は 2004 年に 196 万トンとなり、前年の約 56 万トンよ









アメリカ 150 52 
オランダ 29 10 
日本 19 7 
スウェーデン 17 6 
エルサルバドル 15 5 
ジャマイカ 11 4 
ベネズエラ 9 3 
韓国 8 3 
コスタリカ 8 3 
トニダード・トバコ 6 2 
その他 18 6 























項目 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年
自動車台数
a生産台数（万台） 207 234 325 444 509 571 728 889
a のうち乗用車
台数（万台）
61 70 109 207 228 277 387 480




生産量 16,024 16,290 16,487 16,758 17,153 17,872 18,153 18,444 
輸入量 7,027 6,026 6,941 9,112 12,272 12,708 14,518 16,318 
輸出量 1,044 755 721 813 549 807 634 383 




生産量 4,135 4,125 4,321 4,770 5,238 5,405 5,591 5,594 
輸入量 0 0 0 0 0 0 6 23 
輸出量 455 573 612 754 541 563 351 464 























法」が全人代常務委員会第 14 回会議に可決され、2006 年 1 月 1 日に施行されるようになった。
中にはバイオマス液体燃料（バイオエタノール）の生産目標は 2010 年までに 200 万トン、
2020 年までに 1,000 万トンと明記された（表 8）。2006 年は「再生可能エネルギー元年」と言
われている。
表 8　中国の再生可能エネルギー利用の展望




バイオマスガス 190 億㎥ /年 440 億㎥ /年
太陽熱温水器 1.5 億㎡ 3億㎡
バイオマス液体燃料 200 万トン 1,000 万トン




















原料種類 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年
トウモロコシ 31 32 29 36 38
イモ類 27 29 28 32 35
糖蜜 24 23 25 22 14




項目 1990/91 年 1995/96 年 2000/01 年 2004/05 年 2005/06 年 2006/07 年 2007/08 年
収穫面積（万ヘクタール） 2,140 2,277 2,306 2,545 2,636 2,697 2,800 
生産量 9,682 11,200 10,600 13,029 13,937 14,548 14,500 
輸入量 0 148 9 0 6 2 10 
輸出量 688 16 728 759 373 527 150 
国内仕向け量 8,994 11,332 9,881 12,270 13,570 14,023 14,360 
飼料消費 5,335 7,500 9,200 9,800 10,100 10,300 10,500 
食用と他の消費 2,650 2,620 2,824 3,300 3,600 4,000 4,300 
総消費量 7,985 10,120 12,024 13,100 13,700 14,300 14,800 
期末在庫 8,282 10,009 10,237 3,656 3,526 3,248 2,808 









とくに河南省において、その比率は 50%以上に達し、全国平均より 10 ポイント高く、「三
農問題」や「陳化糧」問題がよりいっそう深刻であったことが推測できる。
表 11　　2007 年バイオエタノール産地 4省のGDP構成比および労働人口構成比
（%）
省 黒竜江省 吉林省 河南省 安徽省 全国
第 1次産業（%）
GDP 構成比 13.0 14.8 14.8 16.3 3.6
労働人口構成比 46.6 46.8 50.6 45.9 40.8
第 2 次産業（%）
GDP 構成比 52.3 46.8 55.2 44.7 54.1
労働人口構成比 21.7 19.5 25.8 25.7 26.8
第 3 次産業（%）
GDP 構成比 34.7 38.3 30.1 39.0 42.3


























所在地 黒竜江省肇東市 吉林省吉林市 河南省南陽市 安徽省
生産開始年度 2000 年 2003 年 2004 年 2005 年
参入方式 事業拡大 新規参入 事業拡大 新規参入
株式構成
（2009 年 8 月現在）










2004 年 na na 2,070 na
2005 年 na na 1,721 1,883
2006 年 1,373 1,373 1,373 1,628
2007 年 1,373 1,373 2,251 2,251
主原料 トウモロコシ トウモロコシ 小麦、トウモロコシなど トウモロコシ




当初 10 30 30 32
2009 年 28 50 65 44












　　 ⑨天冠集団＝河南天冠企業集団有限公司（株式の 55% を中国石油が保有）　⑩河南建投＝
河南省建設投資総公司






















前述のように、2006 年 12 月の「トウモロコシ加工生産管理の緊急通知」（国家発展改革委関




























投資主体 建設地 生産能力（万トン /年） 原料
中国石油、四川省政府 四川省 60 サツマイモ
遼寧金信生化有限公司 遼寧省 50 サツマイモ（一部）
中糧
江蘇省 10 サツマイモ




































４）2005 年には、主要 4社で 102 万トン／年の生産能力であったが、他に 8社の申請があり、4社の規模
拡大も含めて、すべて稼働すれば、2007 年に 313 万トン／年の生産能力になる（CHEW CHONG 
SIANG（2006）、6頁）。
５）発改工業【2004】230 号を参照した。
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